
委託業務名︓豊田市放課後児童健全育成事業 南西部ブロック運営業務委託     業者名︓                  委員名︓

分類 評価項目 評価内容

10カウント以上
（きわめて十分） 40点

7〜9カウント
（十分） 30点

4〜6カウント
（普通） 20点

1〜3カウント
（やや不足） 10点

0カウント未満
（不足） ０点

５年以上 30点

３ 年以 上５
年未満

15点

３年未満 ０点

加点① 10点

加点② 10点

きわめて十分 １２点
十分 ９点
普通 ６点
やや不足 ３点
不足 ０点
きわめて十分 １２点
十分 ９点
普通 ６点
やや不足 ３点
不足 ０点
きわめて十分 １２点
十分 ９点
普通 ６点
やや不足 ３点
不足 ０点
きわめて十分 １２点
十分 ９点
普通 ６点
やや不足 ３点
不足 ０点
きわめて十分 １２点
十分 ９点
普通 ６点
やや不足 ３点
不足 ０点
きわめて十分 １２点
十分 ９点
普通 ６点
やや不足 ３点
不足 ０点
きわめて十分 １２点
十分 ９点
普通 ６点
やや不足 ３点
不足 ０点

きわめて十分 １６点

十分 １２点

普通 ８点

やや不足 ４点

不足 ０点

きわめて十分 １２点
十分 ９点
普通 ６点
やや不足 ３点
不足 ０点

総括責任者等の実務経
験（5０点）

・総括責任者の放課後児童健全育成事業業務、同種（児童福祉施設、放課後子ども教室）の実務経験
※なお、総括責任者は、資格（放課後児童支援員、保育士、社会福祉士、教員又は幼稚園教諭）を有していること
※実務経験は以下の算定式で算出する。
 実務経験＝（放課後児童健全育成事業の実務経験年数）＋（同種施設の実務経験年数×0.5）
 
 実務経験が５年以上︓30点
 実務経験が３年以上︓15点
 実務経験が３年未満︓０点
 ※総括責任者が放課後児童支援員の資格を有している︓10点（加点①）
 ※主任担当者の放課後児童健全育成事業業務実務経験が１年以上ある︓10点（加点②）
  なお、主任担当者については同種施設の実務経験は加点無しとする。

【採  点  表】

評点基準

事業者の評価
（90点）

【事務局評価】

業務実績等
（40点）

・放課後児童健全育成事業業務の受託実績
・令和２年４月以降、官公庁（国、地方公共団体、公社及び独立行政法人に限る。）発注の業務で元請として契約した業務の数

※複数年度契約のものについては１年間で１カウントととし、履行期間途中の契約については、契約最終年度までカウントする。
（例） 令和3年度〜令和7年度の複数年度業務委託契約については5カウントとして数える。

※単年度契約で同一内容で同一官公庁と毎年更新する契約についても複数カウントとする。
  (例） 令和４年度○○市 単年度契約 令和５年度○○市 単年度契約 は２カウントとして数える。

・児童の意見を放課後児童クラブの行事や活動等、運営に反映できる取り組みや仕組みがあるか

・障がい児童に対する育成の支援及び対応方法の提案内容が評価できるか

提案内容の評価
（112点）

【選考委員評価】

児童の育成支援
（３６点）

・放課後児童クラブの活動時間内において、児童が心豊かでのびのびと活動ができるような遊びや学習の体験等の実施方法の提案内容が評価できるか

保護者の支援体制
（１２点）

・保護者と支援員等が良好な関係を築ける取り組みや体制があるか
・長期休みにおける昼食サービスの提供等、保護者の満足度向上につながる取り組みがあるか

危機管理体制及び事務
局体制等（１６点）

・事故発生時等（事故、けが、疾病、いじめ、虐待、誤帰宅・誤預かり等）に迅速な対応ができる体制及び予防体制が整っているか
・保護者からの苦情等に迅速かつ適切に対応できる体制が整っているか
・放課後児童クラブを円滑に運営できるような学校及び地域との連携の体制が整えられるか
・本業務を担当する営業所及び担当者数、連絡体制（平日、休日、時間外等）、担当者不在時の対応方法、現在の手持ち業務の状況及び本業務を受託した場合の専任体制
等、円滑な運営ができる事務局体制が整っているか（準備期間から本格稼働までを含む）

★評価点（650点）＝ア（事業者の評価（90点））+イ（提案内容の評価（112点）×５人）

事業者の自主的な取組
提案
（１２点）

・事業者の自主的な取組提案内容が放課後児童クラブにおいて評価できるか

支援員等の雇用、配置
及び研修指導体制等
（３６点）

・放課後児童クラブが継続的・安定的に運営できるような支援員等の職制設定と配置体制になっているか
・代替員が確保できる体制になっているか

・現在、雇用している支援員と同程度の処遇で継続して雇用する内容になっているか
・地域人材を優先して採用する内容になっているか

・支援員等の福利厚生は充実しており働きやすい体制になっているか
・支援員等の資質向上のための研修や、こどもの権利について学ぶ機会が確保され、指導・フォロー体制は整備されているか


